
第２章 事業場排水 

１ 事業場排水に係わる排水設備等の留意点

(1) 事業場から生ずる排水を下水道に排除する場合、一般の家庭に比べて、次の相違点があ

る。 

・土地、建物の面積が大きい。

・排水の量、発生個所が多い。

・除害施設により処理しないと下水道への排除基準を超える排水が多い。

・排水設備の完備に多くの時間と費用がかかる。

・下水道への接続個所が２個所以上必要な例が多い。

したがって、排水設備の設計及び工事の実施にあたっては、これらの点が考慮されなけ

ればならない。

(2) 事業場に対しては下水道法及び川崎市下水道条例に基づき、届出や排除基準の遵守が義

務づけられている。 

・各種届出、報告、水質測定

・排除する水質基準の遵守

したがって、事業場排水に係わる排水設備は単なる排水機能を完備するにとどまらず、

排水に係わる法的基準の適合、維持管理の容易な設備、体系的な排除方式を考慮して、こ

れらに係わる計画が立案され実施されなければならない。

２ 下水道の工事着手から使用開始まで

(1) 接続までのフロー 

＊届出時期に関しては、届出の種類によって異なるので、表２－４、表２－５を参照 

図２－１ 接続フロー 

注１ 計画の策定にあたっては担当課と十分に打ち合わせること。 

２ 取付管の位置については、上下水道局と打ち合わせのうえ決定すること。 

３ 排水設備計画の検討にあたっては、事業場全体の排水の種類を、除害施設で処理する工



程系排水、処理を要しない工程系排水（冷却水等）、生活系排水、雨水に分けその排出

箇所、水量、水質を把握しておくこと。 

４ 除害施設を設けるときの助成金、貸付金については、表２－６を参照のこと。 

５ 既存の排水管の利用については、排水設備技術基準に準じた取り扱いをすること。なお、

排水管の誤接に注意し、未使用の排水管は撤去し残置しないこと。 

６ 排水設備は告示の日から6ケ月以内に完成させ、下水を排除すること。 

(2) 下水道への接続方法 

図２－２ 排水系統の例 

注１ 水質の改善は、除害施設によらず、生産工程で使う原材料や薬品類の変更などによって

もできる場合がある。 

２ 除害施設で処理した排水は、他の排水と分けて流すこと。なお、除害施設で処理する工

程系排水は、その種類ごとに系路を明確にすること。 

３ 食堂排水の系統には、油阻集器を設けること。 

４ 除害施設出口には、採水ますを設けること。 



３ 下水道へ排除する際の水質規制

(1) 水質規制の分類 

図２－３ 水質規制 

特定施設



(2) 公共下水道への排除基準 

　　                                  表２－１　入江崎処理区
Ｈ21.12～

 対象項目又は物質

有

害

物

質

そ
5～9

の 適用除外 適用除外 適用除外
適用除外 適用除外 適用除外

他 ノルマルヘキサン 鉱 油 類 5
抽 出 物 質 含 有 量 動植物油脂類 30 **10 適用除外 適用除外 適用除外 **30 適用除外

の 適用除外 適用除外 適用除外
適用除外 適用除外 適用除外

項
0.5

目 3
2

又 10
1

は 2

物

質 受入れる水に臭気を帯びさせるようなものを含んでいないこと。
備考1　単位は、温度、pH、色汚染度、臭気、ダイオキシン類（pg-TEQ/L）を除き全て㎎/Lです。
　　2　排除基準の読み方。
　　　①　pHは、5を超え9未満
　　　②　＊の項目は、表の数値未満
　　　③　上記以外は、表の数値以下
　　3　太枠内の数値を超えると直罰の対象となりますが、窒素、燐、ほう素、ふつ素、亜鉛については、
　　　 業種又は施設により定められた期間内で緩和基準が適用されます。
      （ただし、除害施設の設置基準としての数値は適用されます。）

　　4　＊＊のノルマルヘキサン抽出物質含有量（動植物油脂類）は、排水量500m3/日以上の事業場に適用されます。
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　                                   　表２－２　加瀬処理区
Ｈ21.12～

 対象項目又は物質

有

害

物

質

そ
5～9

の 適用除外 適用除外 適用除外
適用除外 適用除外 適用除外

他 ノルマルヘキサン 鉱 油 類 5
抽 出 物 質 含 有 量 動植物油脂類 30 **10 適用除外 適用除外 適用除外 **30 適用除外

の 適用除外 適用除外 適用除外
適用除外 適用除外 適用除外

項
0.5

目 3
2

又 10
1

は 2

物

質 受入れる水に臭気を帯びさせるようなものを含んでいないこと。
備考1　単位は、温度、pH、色汚染度、臭気、ダイオキシン類（pg-TEQ/L）を除き全て㎎/Lです。
　　2　排除基準の読み方。
　　　①　pHは、5を超え9未満
　　　②　＊の項目は、表の数値未満
　　　③　上記以外は、表の数値以下
　　3　太枠内の数値を超えると直罰の対象となりますが、窒素、燐、ほう素、ふつ素、亜鉛については、
　　　 業種又は施設により定められた期間内で緩和基準が適用されます。
      （ただし、除害施設の設置基準としての数値は適用されます。）

　　4　＊＊のノルマルヘキサン抽出物質含有量（動植物油脂類）は、排水量500m3/日以上の事業場に適用されます。
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　　                                  表２－３　等々力・麻生処理区　
Ｈ21.2～

 対象項目又は物質

有

害

物

質

そ
5～9

の 適用除外 適用除外 適用除外
適用除外 適用除外 適用除外

他 ノルマルヘキサン 鉱 油 類 5
抽 出 物 質 含 有 量 動植物油脂類 30 **5 適用除外 適用除外 適用除外 **30 適用除外

の 適用除外 適用除外 適用除外
適用除外 適用除外 適用除外

項
0.5

目 1［3］ 1 1
1［2］ 1 1

又 3［10］ 3 3
1

は 2

物

質 受入れる水に臭気を帯びさせるようなものを含んでいないこと。
備考1　単位は、温度、pH、色汚染度、臭気、ダイオキシン類（pg-TEQ/L）を除き全て㎎/Lです。
　　2　排除基準の読み方。
　　　①　pHは、5を超え9未満
　　　②　＊の項目は、表の数値未満
　　　③　上記以外は、表の数値以下
　　3　太枠内の数値を超えると直罰の対象となりますが、窒素、燐、ほう素、ふつ素、亜鉛については、
　　　 業種又は施設により定められた期間内で緩和基準が適用されます。
　　  （ただし、除害施設の設置基準としての数値は適用されます。）
　　4　[  ]内の数値は、昭和46年10月31日以前に設置した特定事業場（同日以前から建設工事中のものを含む。）
　　　 に適用されます。
　　5　＊＊のノルマルヘキサン抽出物質含有量（動植物油脂類）は、排水量500m3/日以上の事業場に適用されます。
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ア ル キ ル 水 銀 化 合 物
ポ リ 塩 化 ビ フ ェ ニ ル
ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン

対　象　者

カ ド ミ ウ ム 及 び そ の 化 合 物
シ ア ン 化 合 物
有 機 燐 化 合 物
鉛 及 び そ の 化 合 物
六 価 ク ロ ム 化 合 物
砒 素 及 び そ の 化 合 物
水 銀 及 び ア ル キ ル 水 銀
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───
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───
───
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───

───
───
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下 水 処 理 場 の あ る 公 共 下 水 道 の 使 用 者
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水質汚濁防止法
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設置していない者
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排水を希釈しない状態で12度以下とし、かつ、当該排水を蒸留
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ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策法
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(3) 事故時の措置 

平成17年６月22日付けで下水道法が改正され、事故時の措置が追加され、平成17年11月

１日から施行されている。その主な内容は、以下のとおりである。 

・特定事業場から下水を排除して公共下水道を使用する者は、有害物質等が公共下水道に流

入する事故が発生したときは、直ちに応急の措置を講ずるとともに、速やかに、その事故

の状況及び講じた措置の概要を公共下水道管理者（上下水道事業管理者）に届け出なけれ

ばならない。（法第 12 条の９第１項）

・公共下水道管理者は、応急措置を講じていない事業者に対し、応急の措置を講ずべきこと

を命ずることができる。（法第12条の９第２項）この命令に違反した場合は罰則がある。（法

第46条の２） 

有 害 物 質

（ 水 質 汚

濁 防 止 法

施 行 令 第

２条） 

カドミウム及びその化合物 

シアン化合物 

有機燐化合物 

鉛及びその化合物 

六価クロム化合物 

砒素及びその化合物 

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 

ポリ塩化ビフェニル 

トリクロロエチレン 

テトラクロロエチレン 

ジクロロメタン 

四塩化炭素 

1,2-ジクロロエタン 

1,1-ジクロロエチレン 

シス-1,2-ジクロロエチレン 

1,1,1-トリクロロエタン 

1,1,2-トリクロロエタン 

1,3-ジクロロプロペン 

チウラム 

シマジン 

チオベンカルブ 

ベンゼン 

セレン及びその化合物 

ほう素及びその化合物 

ふつ素及びその化合物 

アンモニア等 

ダイオキシン類 

油（水質汚

濁 防 止 法

施 行 令 第

３条の３） 

原油 

重油 

潤滑油 

軽油 

灯油 

揮発油 

動植物油 

図２－４ 事故時の措置フロー 

有害物質等の

流出なし

有害物質等の

流出あり

下水の排除基準

（法第 12 条の２）

に適合している。 

下 水 の 排 除 基 準

（法第 12 条の２）

を超過している。 

特定事業場の事故が発生し、

下水道に流出した。

事故時の措置

必要なし

事故時の措置

・応急措置

・届出



４ 届出事項

(1) 特定事業場の行う届出 

表２－４ 届出関係一覧 

届出書 届出を必要とする場合 届出時期 根拠法令 

① 

排水設備新設・増

設・改築計画確認

申請書 

下水道を使用するために排水設備を設置し

ようとする場合。また、その申請書の事項を

変更しようとする場合。 

あらかじめ 条例第5条 

② 
排水設備工事完

成届 
排水設備の工事が完了した場合。 

工事の完了し

た日から５日

以内に届出 

条例第7条 

第1項 

③ 

公共下水道 

使用開始 

(変更)届 

日最大50ｍ3以上又は水質が、表2-1、2、3に

掲げる基準に適合しない下水を排除して公

共下水道を使用する場合。また、下水量及び

水質を変更しようとする場合。 
あらかじめ 

法第11条の2 

第1項 

公共下水道 

使用開始届 

特定事業場（上記により届出している場合を

除く）が公共下水道を使用する場合。 

法第11条の2 

第2項 

④ 
特定施設設置 

届出書 
特定施設を設置する場合。 

工事着工の日

前60日までに

届出 

法第12条の3 

第1項 

⑤ 
特定施設使用 

届出書 

新たに特定施設が指定された場合、現にその

施設を設置している場合（設置の工事をして

いる場合を含む）。 

特定施設とな

った日から30

日以内に届出 

法第12条の3 

第2項 

特定施設を設置している事業場が、公共下水

道を使用することとなった場合。 

使用開始日か

ら30日以内に

届出 

法第12条の3 

第3項 

⑥ 
特定施設の構造

等変更届出書 

特定施設の構造、使用の方法、汚水の処理の

方法、下水の量及び水質、用水及び排水の系

統を変更する場合。 

変更に伴う工

事着工の日前

60日までに届

出 

法第12条の4 

⑦ 
氏名変更等 

届出書 

氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は、その代表者の氏名、事業場の名称及び所

在地を変更した場合。 

変更した日か

ら30日以内に

届出 

法第12条の7 

⑧ 
特定施設使用廃

止届出書 

届出を行った特定施設の使用を廃止した場

合。 

廃止した日か

ら30日以内に

届出 

法第12条の7 

⑨ 承継届出書 

特定施設の設置又は使用の届出を行った者

から特定施設を譲り受け若しくは借り受け

又は相続若しくは合併によってその届出に

かかる特定施設を承継した場合。 

承継した日か

ら30日以内に

届出 

法第12条の8 

第3項 

注１ 排水設備の工事が完了し、検査に合格したものについては、条例７条第２項の規定により

排水設備工事検査済証を交付する。 

２ ④、⑥の届出に対しては、下水道法施行規則第11条の規定により受理書を交付する。 

３ 届出書等の提出は、正本、写し各一部とし、写しは届出者が保存すること。 

４ 特定施設の設置又は構造等の変更の届出を行った者は、届出が受理された日から60日間の

工事着工の制限（実施の制限）を受けるが、公共下水道管理者は届出の内容が適当と認め

た場合、下水道法第12条の６第２項に基づき、当該期間を短縮することができる。 

なお、工事着工期間の短縮を行うためには、期間短縮願を同時に提出しなければならない。 



(2) 特定事業場以外の事業場の行う届出 

表２－５ 届出関係一覧表 

届出書 届出を必要とする場合 届出時期 根拠法令 

① 

排水設備新設・増

設・改築計画確認

申請書 

下水道を使用するために排水設備を設置し

ようとする場合。また、その申請書の事項を

変更しようとする場合。 

あらかじめ 
条例第5条 

② 
排水設備工事 

完成届 
排水設備の工事が完了した場合。 

工事の完了し

た日から５日

以内に届出 

条例第7条 

第1項 

③ 

公共下水道 

使用開始 

(変更)届 

日最大50ｍ3以上又は水質が、表2-1、2、3に

掲げる基準に適合しない下水を排除して公

共下水道を使用する場合。また、下水量及び

水質を変更しようとする場合。また、除害施

設の使用を廃止した場合。 

あらかじめ 
法第11条の2 

第1項 

④ 

除害施設新設・増

設・改築計画確認

申請書 

除害施設の新設、増設又は改築計画について

確認を受ける場合。 
あらかじめ 条例第5条 

⑤ 
除害施設工事 

完成届 
除害施設の工事が完了した場合。 

工事の完了し

た日から５日

以内に届出 

条例第7条 

第1項 

注１ 排水設備及び除害施設の工事が完了し、検査に合格したものについては、条例第７条第２

項の規定によりそれぞれ工事検査済証を交付する。 

２ ③の届出には、その事業場の概要を明らかにする図面及び図書等の添付が必要となる。 

３ 届出書等の提出は、正本、写し各一部とし、写しは届出者が保存すること。 



５ 除害施設の設置に伴う資金融資制度

表２－６ 資金融資制度 

制 度 名 称 等 お 問 い 合 わ せ 先

川崎市中小企業

融資制度

小規模事業資金  川崎市経済労働局金融課

 （幸区堀川町６６－２０川崎市産業振興

会館５階）

 電話 ５４４－１８４６

公害防止資金 川崎市環境局環境対策部企画指導課

（川崎区宮本町１）

電話 ２００－２５０７

 他に神奈川県などの資金融資制度があるため、確認する。 

６ 固定資産税等の非課税措置

除害施設は、公共の危害防止のために設置された施設に該当するため、固定資産税等の非課税

措置を受けられることがある。必要があれば、当該施設が所在する区役所に相談する。 


